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７．介護保険特別会計 

 

 介護保険特別会計の決算状況は次のとおりである。  

年　度

区　分

予 算 現 額 104.7

歳 入 決 算 額 106.1

歳 出 決 算 額 105.9

差 引 額
（形式収 支）

124.2

実 質 収 支 124.2

104,964,051 84,508,604 20,455,447

104,964,051 84,508,604 20,455,447

12,703,358,460 11,975,530,115 727,828,345

12,598,394,409 11,891,021,511 707,372,898

令和３年度 令和２年度 増・減（△） 前年度対比

12,993,225,000 12,406,262,000 586,963,000

  

当年度の歳入決算額は 127億 335 万 8,460 円、歳出決算額は 125 億 9,839万 4,409

円で、歳入歳出差引額は 1億 496万 4,051 円の黒字となり、実質収支においても同額

となっている。 

 

 

（１）歳入について 

 

予 算 現 額 129 億 9,322 万 5,000 円

調 定 額 127 億 1,298 万 9,397 円

収 入 済 額 127 億 335 万 8,460 円

不 納 欠 損 額 255 万 1,099 円

収 入 未 済 額 707 万 9,838 円  

 

 款別の歳入状況を前年度と比較したのが次表である。 

年　度
款  別

保 険 料 2,361,782,490 2,191,986,515 169,795,975 107.7

国 庫 支 出 金 3,088,771,490 3,088,767,682 3,808 100.0

支払基金交付金 3,323,213,454 3,118,044,337 205,169,117 106.6

府 支 出 金 1,775,703,103 1,673,406,388 102,296,715 106.1

財 産 収 入 10,108 12,726 △ 2,618 79.4

繰 入 金 2,068,126,606 1,894,726,917 173,399,689 109.2

諸 収 入 1,242,605 2,732,016 △ 1,489,411 45.5

繰 越 金 84,508,604 5,853,534 78,655,070 1,443.7

合 計 12,703,358,460 11,975,530,115 727,828,345 106.1

令和３年度 増・減（△）令和２年度 前年度対比
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 当年度の歳入決算額は前年度より 7 億 2,782 万 8,345 円（6.1％）増の 127 億 335

万 8,460 円で、主な内訳としては保険料で 1 億 6,979 万 5,975 円(7.7％)増の 23 億

6,178万 2,490円、支払基金交付金で 2億 516 万 9,117円(6.6％)増の 33億 2,321万

3,454円、府支出金で 1億 229万 6,715 円(6.1％)増の 17億 7,570 万 3,103円、繰入

金で 1億 7,339万 9,689 円(9.2％)増の 20 億 6,812万 6,606円などである。 

保険料で増加となっている主な理由は、3 年ごとに実施する介護保険事業計画策定

に伴う保険料基準額改定によるもので、年額 72,480円から年額 78,600 円へ基準額が

上がったことによるものである。 

支払基金交付金、府支出金で増となっているのは、高齢化の進展に伴い保険給付費

が増加したことによるものである。繰入金で増となっているのは、保険給付費のほか

介護保険料の低所得者軽減額が増加したことによるものである。国庫支出金について

は、保険給付費の増による増加はあるものの、普通調整交付金の算定方法に変更があ

ったことなどによる減額があり、結果として昨年とほぼ同額となった。  

 

 保険料の収納状況は次表のとおりで、収納率は 99.6％（前年度 99.3％）である。 

 保険料は第 1号被保険者（65歳以上）の保険料であり、収入内訳としては、現年度

分特別徴収保険料は 21 億 2,500 万 128 円、現年度分普通徴収保険料は 2 億 2,864 万

3,132円、普通徴収滞納繰越保険料は 813万 9,230円となっている。 

区  分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率

現 年 度 分
特別徴収保険料

2,120,640,990 2,125,000,128 0 △ 4,359,138 100.2

現 年 度 分
普通徴収保険料

233,589,343 228,643,132 0 4,946,211 97.9

普 通 徴 収
滞納繰越保険料

17,183,094 8,139,230 2,551,099 6,492,765 47.4

合 計 2,371,413,427 2,361,782,490 2,551,099 7,079,838 99.6

※（収入済額は還付未済額を含む。）  
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（２）歳出について 

 

予 算 現 額 129 億 9,322 万 5,000 円

支 出 済 額 125 億 9,839 万 4,409 円

不 用 額 3 億 9,483 万 591 円  

 

款別の歳出状況は次のとおりである。 
年　度

款　別

総 務 費 190,917,475 191,480,163 △ 562,688 99.7

保 険 給 付 費 11,805,701,558 11,151,184,843 654,516,715 105.9

地 域 支 援 事 業 費 499,278,725 494,842,024 4,436,701 100.9

基 金 積 立 金 21,264,101 33,190,933 △ 11,926,832 64.1

公 債 費 0 5,753 △ 5,753 -

諸 支 出 金 81,232,550 20,317,795 60,914,755 399.8

予 備 費 0 0 0 -

合 計 12,598,394,409 11,891,021,511 707,372,898 105.9

令和３年度 令和２年度 増・減（△） 前年度対比

  

当年度の歳出決算額は前年度より 7 億 737 万 2,898 円（5.9％）増の 125 億 9,839

万 4,409 円で、主な内訳としては、保険給付費で 6 億 5,451 万 6,715 円（5.9％）増

の 118億 570万 1,558 円となっている。 

 歳出増加の主な要因は、高齢化の進展に伴う要介護認定者数の増加などにより、保

険給付費において、居宅介護サービスが増加していることによるものである。 

また、地域支援事業費は、443万 6,701円（0.9％）増の 4億 9,927 万 8,725円で、

同事業では、高齢者が要介護状態や要支援状態になることを予防するため、身近な場

所で相談しやすい体制づくりを行い、地域包括支援センターの体制の充実や他業種の

協力のもとで実施された「高齢者１１０番」など、住み慣れたまちで安心して暮らす

ことができる事業を行っている。  
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項　目
給 付 費 額 受 給 者 総 数

１ 人 当 た り
給 付 費 額

給 付 費 額 受 給 者 総 数
１ 人 当 た り
給 付 費 額

（円） （人） （円） （円） （人） （円）

11,805,701,558 121,257 97,361 11,151,184,843 116,266 95,911

居 宅 サ ー ビ ス
給 付 費

6,922,821,430 57,960 119,441 6,261,929,988 54,066 115,820

地 域 密 着 型 サ ー ビ ス
給 付 費

936,175,238 7,055 132,697 901,680,532 6,780 132,991

施 設 サ ー ビ ス
給 付 費

3,278,005,534 11,086 295,689 3,288,025,673 11,089 296,512

高額介護サービス・高額医療
合算介護サービス等給付費

383,154,146 26,508 14,454 361,845,840 24,800 14,591

特 定 入 所 者
介 護 サ ー ビ ス 等 費

275,543,565 18,648 14,776 328,518,917 19,531 16,820

そ の 他 諸 費 10,001,645 － － 9,183,893 － －

保 険 給 付 費 額

年　度 令和２年度令和３年度

 
 

※ 受給者総数は延べ人数 
  

保険給付費の内訳としては、居宅サービス給付費は 6億 6,089万 1,442円（10.6％）

増の 69億 2,282万 1,430円、地域密着型サービス給付費は 3,449 万 4,706円（3.8％）

増の 9億 3,617 万 5,238 円、施設サービス給付費は 1,002万 139 円（0.3％）減の 32

億 7,800万 5,534円となった。受給者総数は前年度より 4,991人（4.3％）増の 12万

1,257 人、1 人当たりの給付費額は前年度より 1,450 円(1.5％) 増の 9 万 7,361 円と

なっている。 

 受給者増の要因としては、高齢化に伴う要介護認定者の増加に伴うものである。 

 

 

 

 （単位:人） 

35,378 35,692 35,766 35,817 35,654

要介護認定者数 8,067 7,827 7,423 7,339 6,804

第1号被保険者数(人)

項　目
令和元年度

年　度
平成29年度平成30年度令和３年度 令和２年度

  

第 1号被保険者数は前年度より 314人減の 3万 5,378人で、要介護認定者数は前年

度より 240人増の 8,067人となっている。 


	07意見書表目次4介護.pdf
	08介護保険特別会計意見

